「差別事象検討小委員会」について

平成29年６月7日

人権・ 同和対策課

差別事象への対応の検討をより一層進めるため、平成23年12月に鳥取県人権尊重の社会づくり協議会の小委員会として差別事象検討小委員会を設置しています。

　　
１　差別事象検討小委員会の特徴
①目　　的：鳥取県内で発生した同和問題など人権に係る差別事象の正確な実態把握と原因　　や背景の分析及び対応策並びに今後の効果的な啓発方法の検討を行う。

②位置づけ：人権課題について広くかつ専門的に議論いただいている鳥取県人権尊重の社会づ
くり協議会(審議会)の小委員会と位置づける。
③委　　員：近年の新たな人権問題であるインターネット上の人権問題に詳しい委員や、現場に密着した法律家、活動の実践者や有識者で構成するとともに、活動に機動性を持たせるため、26名の協議会委員のうちの一部の委員で組織する。

　　
④そ の 他：検討結果を上部の組織である協議会へ報告する。
　
２　平成２８年度の開催概要

（１）第１回差別事象検討小委員会

○日　時：平成２８年７月２２日(金) 13:30～

※人権尊重の社会づくり協議会終了後、引き続き実施
　　○出席者：委員６名、事務局

　　○議　事：

議事１　議事の公開、非公開について
・事務局から公開としたい旨を説明。　→委員からは異議なし。（公開）
議事２　差別事象について
・差別事象対象事案について検討を行った。
　　　その他　差別解消方策について検討について
　　　・差別の解消や救済制度について、国の動きなど説明したうえで委員の意見を伺った。
（２）第２回差別事象検討小委員会

○日　時：平成２９年３月２９日(水) 13:30～
　　○出席者：委員４名、事務局

　　○議　事：

議事１　議事の公開、非公開について

　・事務局から非公開としたい議案はない旨を説明。　→委員からは異議なし。（公開）
議事２　差別事象について

　・県人権局に報告のあった差別事象(１件)について検討を行った。
　　過去１０年間では、差別事象は減少しており、現在の啓発活動は概ね妥当と考えられる。

　　ただし、５年程度のスパンで差別落書の地域的な発生傾向について分析が必要である。
議事３　差別事象に対する県の対応のあり方について

　・企業内で発生した差別発言（１件）で複数の市町村にまたがるものについて、県の対応のあり方について検討した。
　　企業内で発生した事象について労働局等関係機関につなぐのは市町村ではなく県の役割である。
　　また、複数市町村にわたる広域的な事象については、県の助言・調整が望まれる。
議事４　事例集の素案について
　・県民一人ひとりが差別を自分の問題として捉え、何が差別か、自分自身ならどう行動する
か考えるきっかけとすることを目的として作成する裁判例等を掲載した事例集の案につい
て検討を行った。
